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1．デジタル・トランスフォーメーション

今回のテーマ

2020年7月16日 ご参考資料

世界で拡がる「デジタル・トランスフォーメーション」

近年、様々なモノやサービスのデジタル化が進んでおり、世界的

なトレンドとして注目が集まっています。今回は、「デジタル・トラ

ンスフォーメーション」と「コンタクトレス・エコノミー」について、調

べてみました。

224

デジタル・トランスフォーメーションとは、「IT（情報技術）の浸透に

より、人々の生活やビジネスをあらゆる面でより良く変革させる」と

いう概念のことを指します。2004年にスウェーデンで提唱されたも

ので、一般に「DX」と表されています。

近年、DXが世界的なトレンドとなっている背景の一つとして、「デ

ジタル技術の飛躍的な向上」が挙げられます。DXの概念が誕生し

た当時は、スマートフォンなどのデバイスに加え、AI（人工知能）や

クラウド、ビッグデータなどの高度なデジタル技術が未発達であっ

たため、私たちの生活を一変させるほどの変革は起きにくい状態で

あったと考えられます。しかし近年では、AIなどの先進技術が発達

し、それらを活用した便利なサービスが数多く出現しており、日々

の生活やビジネスにおいて不可欠なものとなっています。

DXの代表的な事例として「テレワークによる働き方改革」が挙げ

られます。従来は、オフィスへ通勤しデスクで業務を行なうことが一

般的でしたが、今では自宅やホテルなどに居ながら、資料作成や

社内外関係者との打ち合わせを行なうことなどが可能となっていま

す。働く場所が自由になったことで、通勤にかかる時間やストレスが

日興アセットマネジメン

トの新人。営業推進部

門に配属され、投信や

経済について勉強中。

2018年に経済産業省が発

表した「DXレポート」では、

DX推進がうまく進まない場

合、日本で2025年以降、

年間最大12兆円の経済損

失が発生すると試算してお

り、強い危機感を示してい

ます。今後、民間だけでな

く、政府も一体となったDX

推進が期待されます。

（次のページヘ続きます）
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2．コンタクトレス・エコノミー

DXが急拡大する契機となったのが、新型コロナウイルスの世界

的な感染拡大です。それ以降、不必要な接触機会を極力減らしつ

つ、生活やビジネスを行なう「コンタクトレス・エコノミー（非接触経

済）」が重視され始めており、非接触型サービスへの関心が急速に

高まっています。

それに伴ない、ショッピングや支払いなどのオンライン化が進んで

いるほか、これまでにない新しいサービスが誕生しています。1つ

の例として、中国などで拡がる「ライブコマース」が挙げられます。

ライブコマースは、スマートフォンなどを通じて、実演を交えた商

品説明動画をオンライン上でライブ配信する手法です。従来は中

高年層が客層の中心だった老舗の販売店において、ライブコマー

スの実施により若年層の客層が増加するなど、コンタクトレス・エコ

ノミーによる変化が起きています。

また米国のシリコンバレーなどの地域では、「ロボットを活用した

自動配送サービス」が始まっています。専用のアプリで日用品や飲

食店の料理などの商品を注文すると、自宅やオフィスなどの指定し

た場所に、自動配送ロボットが商品を届けてくれるというサービス

です。こうしたサービスは、GPSやセンサー技術などの発達により

可能となっています。ロボットが配達してくれるため、人との接触機

会が発生せず、コロナ禍における非接触ニーズに適した新しい

サービスであると考えられます。

DX同様、こうしたコンタクトレス・エコノミーを支えているのは、AI

やクラウドなどの先進的なテクノロジーであり、人々の暮らしをより

便利に変革していくサービスを手掛ける企業などは、今後も大きな

発展を遂げると期待されます。

「オンライン結婚式」という

新しいサービスも誕生して

います。従来、結婚式は大

勢の人が一堂に会し、対面

で祝うことが一般的でした

が、非接触ニーズの高まり

に伴ない、オンラインで完

結する新しい形の結婚式

が行なわれるようになって

います。オンライン結婚式

のメリットとして、海外など

離れた地域に住んでいる

友人などが参加しやすくな

るほか、現実には不可能な

演出もCGなどを使って可

能となるなど、オンラインな

らではの付加価値も生まれ

ています。

DXは世界的なトレンドとなっており、今後もテクノロジーの

発達とともに拡がっていくと考えられます。今後、私たちの

生活がどのように変化するのか、楽しみですね。

軽減され、通勤時間を気にせず居住地を選ぶことが可能になるな

ど、大きな変化をもたらしています。

企業にとってのDXは、業務効率化だけでなく、サービスの高度化

にもつながります。例えば損害保険会社においては、保険契約者

が事故を起こした車両の写真を撮影し保険会社に送るだけで、AI

が画像を解析し、修理金額の見積もりをスピーディーに顧客へ伝え

るサービスが始まっています。通常1～2週間かかっていた見積もり

算出までの時間が、30秒程度に短縮されています。


